
※ 事後評価の基準 
A: 研究目的は達成され、十分な研究成果があった B：研究目的は概ね達成され、研究成果があった C: 一定の研究成果があった D：研究成果があったとは言い難い 

事後評価結果（案）一覧 

○ソフト分野 

番号 領域 ﾀｲﾌﾟ 
研究課題のテーマ名、概要、主な研究成果 

（詳細は別紙１参照） 
研究代表者 

委託額 

（3ヵ年） 

（千円） 

事後評価意見 

（詳細は別紙２ 

参照） 

参考意見 

（詳細は別紙２参照） 

事後評価 

結果（案） 

テーマ名
社会心理学に基づくコミュニケーション
型ＴＤＭに関する研究開発 

概要 

交通需要施策（ＴＤＭ：Traffic Demand 
Management）の実効性を高めるため、モビ
リティ・マネジメント（ＭＭ）の本格実施
を見据えた、基礎的かつ実務的研究を推進
するためのプログラム等の開発を行う。 

17-1 １ Ⅲ 

主な 
研究成果

・ ＭＭ施策を支援するための個別的公
共交通利用情報提供システムの開発 

・ 国内外の MM 事例の事例収集と知見の
とりまとめ 

・ 転入者モビリティ・マネジメントとそ
の効果把握 

・ 大規模モビリティ・マネジメントによ
る交通流円滑化効果に関する検証 

東京工業大学 
大学院 教授 
藤井 聡 

24,000 

諸外国の事例も含
め、幅広い事例を
収集・整理してお
り、全国各地での
ＭＭ（モビリテ
ィ・マネジメント）
の普及に大いに貢
献することが期待
される研究成果と
なっていることか
ら、研究目的は概
ね達成され、研究
成果があったと評
価する。 

・ 実務への展開を促進するためには、今
後、MMを段階的に実現するための方
法論（適用条件、実施手順、効果測定
など）の構築が期待される。 

・ 今後のＭＭのあり方についての分析
や、バス情報提供サービスの継続性に
ついての具体策の検討が行われること
を期待する。また、今回研究ではクル
マ利用の抑制が主目的となっている。
今後、ＭＭの目的である「かしこいク
ルマの使い方」に関して多方面な研究
が期待される。 

Ｂ 

テーマ名
市民参画型道路計画体系の提案と道路網
計画における対話技術の開発 

概要 

道路構想段階における計画の説明力を向
上させるため、対象計画道路と全体道路網
計画の論理的関係を明らかにした上で、そ
れらを適切に伝えていく市民参画手法、対
話支援システムを研究開発する。 17-2 １ Ⅲ 

主な 
研究成果

・ 論理的・手続き的整合性を高めた計画
体系の作成 

・ 地域交通計画・道路網計画における新
たな市民参画の方法論の提案 

・ 自然言語処理技術と交渉理論を応用
した対話支援システムの構築 

東京工業大学 
大学院 教授 
屋井 鉄雄 

24,000 

道路事業における
計画体系のあり方
や計画策定への市
民参画について、
海外の先進事例を
踏まえ、市民意見
の反映、市民参加
の新手法開発など
についてとりまと
められており、研
究目的は概ね達成
され、研究成果が
あったと評価す
る。 

・ 対話支援システムの開発においては、
心理学やコミュニケーション論の知見
を活用できることから、今後、これら
を活かした実践的なシステムを開発さ
れることが期待される。 

Ｂ 

資料3-2 



※ 事後評価の基準 
A: 研究目的は達成され、十分な研究成果があった B：研究目的は概ね達成され、研究成果があった C: 一定の研究成果があった D：研究成果があったとは言い難い 

番号 領域 ﾀｲﾌﾟ 
研究課題のテーマ名、概要、主な研究成果 

（詳細は別紙１参照） 
研究代表者 

委託額 

（3ヵ年） 

（千円） 

事後評価意見 

（詳細は別紙２ 

参照） 

参考意見 

（詳細は別紙２参照） 

事後評価 

結果（案） 

テーマ名
道路機能に対応した性能目標照査型道路
計画・設計手法論の研究開発 

概要 

道路が担う多様な機能を効果的に発揮さ
せるため、それらの機能毎に性能目標を設
定して、道路の計画、設計を行う手法を研
究開発する。 

17-3 ２ Ⅰ 

主な 
研究成果

・ 道路機能に対応した道路階層区分の
提案 

・ 年間を通じた時間交通需要推計手法
の開発 

・ 往復2車線道路の追従状態評価手法の
提案 

・ 性能照査型道路計画設計手法の体系
化 

名古屋大学 
大学院 教授 
中村 英樹 

40,990 

求められる自動車
交通機能に応じた
性能から設計を行
うという点に有用
性を見いだす事が
できる。また、そ
の可能性を実証し
ていることから、
研究目的は達成さ
れ、意義のある研
究成果があったと
評価する。 

・ 提案された道路計画・設計手法論全体
の実務への適用に向けては、明確な性
能数値目標の設定などいくつかの課題
の解決が必要である。 

・ この研究を実務に移すためには様々な
データを継続的に取得するという課題
があり、既存の技術では困難であるこ
とから、新たなセンサー開発への展開
や貢献も考えられる。 

Ａ 

テーマ名
集客地の活性化に資する、道路のホスピタ
リティ表現手法についての研究開発 

概 要 

道路空間の魅力を向上させるため、来訪者
の居心地、楽しさ等に関わる要素とその効
果を整理する等のホスピタリティ手法の
研究開発を行う。 

17-5 ５ Ⅰ 

主な 
研究成果

・ 集客地における道路のホスピタリテ
ィ表現について、実際の道路整備で使
えるよう、９９タイプの型に類型化 

・ 各タイプについて、道路を専門としな
い人を想定し、写真を添えて、平易な
用語・文章で解説 

東京大学アジア 
生物資源環境研究
センター 教授 
堀 繁 

22,000 

集客地の道路にお
けるホスピタリテ
ィ表現という新し
い視点を提唱した
上で、具体的な形
として類型化を行
い、事例集がとり
まとめられてお
り、研究目的は概
ね達成され、研究
成果があったと評
価する。 

・ 事例集においては、類型化されたホス
ピタリティについて、解説を十分に付
加することにより、その考え方を浸透
していく必要があるとともに、実務上
の観点から、今後、適用の仕方を整理
することが期待される。 

Ｂ 



※ 事後評価の基準 
A: 研究目的は達成され、十分な研究成果があった B：研究目的は概ね達成され、研究成果があった C: 一定の研究成果があった D：研究成果があったとは言い難い 

○ハード分野 

番号 領域 ﾀｲﾌﾟ 
研究課題のテーマ名、概要、主な研究成果 

（詳細は別紙１参照） 
研究代表者 

委託額 

（3ヵ年） 

（千円） 

事後評価意見 

（詳細は別紙２ 

参照） 

参考意見 

（詳細は別紙２参照） 

事後評価 

結果（案） 

テーマ名
道路機能に基づく道路盛土の経済的な耐
震強化・補強技術に関する研究開発 

概要 

盛土部分の車道部分を最優先で保持し、か
つ異種構造との境界部に縦断線形を急変
させない耐震強化・補強の設計法と施工法
開発を行う。 

17-4 ４ Ⅱ 

主な 
研究成果

・ 盛土のマクロ危険度評価法の提示 
・ 道路盛土の被災直後の通行機能を考
慮した耐震性能基準（案）の提示 

・ 改良Ｏ型ニューマーク法、極限解析法
による予測手法の適用性検証 

・ すべり破壊制御、縦断線形円滑化の設
計概念の提示と適用性の検証 

大阪大学 
大学院 教授 
常田 賢一 

90,000 

当初設定した目標
に対して一部未達
成であったもの
の、得られた成果
を２３の知見に集
約し、行政担当者
などの理解を得や
すくし、さらに適
切なフォローアッ
プの体制を整えて
いることなど研究
目的は達成され、
十分な研究成果が
あったと評価す
る。 

・ 全体として、多岐にわたる研究成果を
出しており、従来顧みられてこなかっ
た分野で初めての体系的な研究とし
て、今後の研究の進展や行政的な結果
の活用の両面において期待されると
ころが大きい。 

・ 更に今後は、残された課題である盛土
の地震時の動的変形特性の把握とと
もに、フィールド実験による検証な
ど、さらなる実用性の向上を目指した
研究に取り組んでいただきたい。 

Ａ 

テーマ名
市民参加型交通安全対策・評価システムの
実用化に関する研究 

概要 

効果的な交通事故対策を立案するため、事
故原因の特定、対策及び評価等について、
汎用性の高いモデルを構築し、複数自治体
に試行する等、関連システムの研究開発を
行う。 

17-6 ６ Ⅰ 

主な 
研究成果

・ 交通事故半減スキームの他自治体へ
の移植と広域運用の実施 

・ 対策支援システムの機能拡充 
・ 交通事故半減スキームの汎用化 

日本大学 教授
高田 邦道 

39,520 

当初の目的・目標
に適った成果が得
られており、地域
住民の意識の向上
にも大きく貢献
し、今後、より多
くの自治体や広域
的な取り組みが期
待されることか
ら、研究目的は達
成され、十分な研
究成果があったと
評価する。 

・ 今後は自治体等が当該システムを導
入する際のコスト縮減策や実務に携
わる技術者の育成などについても、力
点をおいて研究を実施されたい。 

・ 国道等の幹線道路にも同じ手法を敷
衍することも視野に入れ、より多くの
自治体や広域的な取り組みが期待さ
れ、今後に向けて大変有効な研究であ
ると考えられる。 

Ａ 



※ 事後評価の基準 
A: 研究目的は達成され、十分な研究成果があった B：研究目的は概ね達成され、研究成果があった C: 一定の研究成果があった D：研究成果があったとは言い難い 

番号 領域 ﾀｲﾌﾟ 
研究課題のテーマ名、概要、主な研究成果 

（詳細は別紙１参照） 
研究代表者 

委託額 

（3ヵ年） 

（千円） 

事後評価意見 

（詳細は別紙２ 

参照） 

参考意見 

（詳細は別紙２参照） 

事後評価 

結果（案） 

テーマ名
ＡＳＲ劣化構造物安全性能評価手法の開
発 

概要 

アルカリ骨材反応（ＡＳＲ）に起因する構
造物の劣化を適切に評価するために、コン
クリートの品質特性、鉄筋破断量、コンク
リートと鉄筋との一体性を評価項目とし
て、それらを現地で簡便に評価できる非破
壊検査手法、並びに補修・補強対策を選択
する手順等を研究開発する。 

17-7 ８ Ⅰ 

主な 
研究成果

・ 超音波法によるコンクリート品質特
性の評価手法の開発 

・ 電磁誘導法による鉄筋破断の評価手
法の開発 

・ 非破壊試験方法によるコンクリート
と鉄筋の一体性評価 

京都大学 
大学院 教授 
宮川 豊章 

47,620 

モデル実験および
実構造物における
計測を通して、提
案された非破壊検
査手法の有効性
(限界)とその活用
法を提案したこと
で研究目的は概ね
達成され、研究成
果があったと評価
する。ただし、提
案された開発技術
の実用化には更な
る検証が必要であ
る。 

・ 新たな開発というより既往の非破壊
検査手法の組み合わせ検討という段
階に留まっており、政策の質の向上へ
の寄与という観点からは、期待された
効果は十分に得られなかった。 

・ 提案された非破壊検査手法を今後実
務で有効に活用するために必要な検
証項目や解決すべき課題などを明確
にし、本成果を踏まえた更なる研究と
実務への応用が図られることを期待
する。 

・ 提案された非破壊検査手法を実際の
構造物に適用するには数多くの実測
によるデータの蓄積を重ね、検出精度
や信頼性の向上を図る必要がある。 

Ｂ 

テーマ名
多機能検査車走行による道路構造物の健全
性評価 

概要 

加振機能と高精度な計測機能を有する多
機能検査車両を開発し、検査車が走行しな
がら橋梁の加振と応答計測を行うことで、
橋梁の健全性を評価するシステムを構築
するとともに、本システムを用いた管理手
法を提案する。 

17-8 ８ Ⅱ 

主な 
研究成果

・ 走行車両応答を用いた橋梁の固有振
動数評価に関する技術的知見の把握 

・ 舗装面ひずみを用いた床構造の損傷
検知に関する技術的知見の把握 

京都大学 
大学院 教授 
杉浦 邦征 

76,710 

当初より懸案とさ
れた提案技術の精
度や信頼性につい
て多くが未解決で
あり、実用性のあ
る成果もほとんど
得られなかったも
のの、走行車両の
応答より床版や支
承の損傷検知に対
する可能性に関す
る技術的知見が得
られた点で、一部
一定の成果があっ
たと評価する。 

・ 本研究成果により具体的な計測や分
析の情報など技術的な限界をできる
だけ明確に示し、今後の同種の研究に
ついて検討する際の参考となるよう
配慮されることが強く望まれる。その
上で、維持管理実務への活用の観点か
ら、研究の方向性を再検討することが
望ましい。 

・ 損傷等によるレスポンスの変化の検
出精度について、限界を見極めながら
研究を再構築することが望ましい。 

・ 技術的に難しい研究課題であったが、
重要な研究課題であるので、更に新し
い方策をも検討し発展させていただ
きたい。 

Ｃ 

 


